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第１部 総 論 
第１章 交通安全計画について 

１ 計画の位置づけ・期間等 

  車社会化の急速な進展に対して、交通安全施設が不足したことに加え、車両の安全性を確保 

 するための技術が未発達であったことなどから、昭和 20年代後半から 40年代半ば頃まで、道 

路交通事故の死傷者数が著しく増加した。 

このため、交通安全の確保は大きな社会問題となり、交通安全対策の総合的かつ計画的な推 

進を図るため、昭和 45年６月、交通安全対策基本法（昭和 45年法律第 110号）が制定され 

た。 

これに基づき、昭和 46年度以降、10次にわたる南幌町交通安全計画を作成し、国・道・関 

係団体が一体となって交通安全対策を強力に実施してきた。 

その結果、平成 13年の人身事故件数 52件（負傷者数 76人）をピークとして比較すると令 

和２年では人身事故件数８件（負傷者数９人）まで減少するに至った。 

しかしながら、令和元年には道路交通事故により１名の尊い命が失われた。 

言うまでもなく、交通事故の防止は、国、道、市町村、関係団体だけではなく、町民一人ひ 

 とりが全力を挙げて取り組まなければならない緊急かつ重要な課題であり、人命尊重の理念 

 の下に、交通事故のない社会を目指して、交通安全対策全般にわたる総合的かつ長期的な施策 

 の大綱を定め、これに基づいて諸施策を強力に推進していかなければならない。 

この南幌町交通安全計画は、このような観点から、交通安全対策基本法第 26条第１項の規 

定に基づき、令和３年度から令和７年度までの５年間に講ずべき交通安全に関する施策の大 

綱を定めたものである。 

この南幌町交通安全計画に基づき、幅広く町民の理解を求めるとともに、積極的な参加協力 

を得て、その成果を高めるように努め、国、道、関係団体との連携を図りこれを実施するもの 

とする。 
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２ 計画の基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 交通社会を構成する要素 

ア 人に係る安全対策 

    交通車両の安全な運転を確保するため、運転する人の知識・技能の向上、交通安全意識

の徹底、指導の強化を図り、かつ、歩行者等の安全な移動を確保するため、歩行者等の交

通安全意識の徹底、指導の強化を図るものとする。また、町民一人ひとりが自ら安全で安

心な交通社会を構築していこうとする前向きな意識を持つようになることが極めて重要

であることから、交通安全に関する教育、普及活動を充実させるものとする。 

 

イ 交通環境に係る安全対策 

交通安全施設等の整備、交通に関する情報提供の充実を図るものとする。 

また、交通環境の整備に当たっては、通学路、生活道路、市街地の幹線道路等において、

人優先の交通安全対策の更なる推進を図ることが重要である。 

【交通事故のない社会を目指して】 

南幌町では、急速な人口減少と超高齢社会が到来している。このような大きな時代変化を乗

り越え、真に豊かで活力のある社会を構築していくためには、その前提として、町民すべての

願いである安全で安心して暮らせる社会を実現することが極めて重要である。 

 交通事故により、毎年多くの方が被害に遭われていることを考えると、交通安全の確保は、

安全で安心な社会の実現を図っていくための重要な要素である。 

人命尊重の理念に基づき、また交通事故がもたらす大きな社会的・経済的損失をも勘案し

て、悲惨な交通事故の根絶に向けて、今再び、新たな一歩を踏み出すものとする。 

 

【人優先の交通安全思想】 

 交通事故のない街の実現に向けては、弱い立場にある者への配慮や思いやりが存在しなけれ

ばならない。道路交通については、自動車と比較して弱い立場にある歩行者等の安全を、また、

すべての交通について、高齢者、障がい者、子ども等の交通弱者の安全を、一層確保すること

が必要となる。交通事故がない社会は、交通弱者が社会的に自立できる社会でもある。このよ

うな｢人優先｣の交通安全思想を基本とし、あらゆる施策を推進する。 

 

【高齢化が進展しても安全に移動できる社会の構築】 

 道路交通については、高齢歩行者の交通事故とともに、高齢者運転による事故は、喫緊の課

題である。地域で高齢者が自動車に頼らずに自立的に日常生活を営むことができるようにする

ことが課題となっている。 

 全ての交通の分野で、高齢化の進展に伴い生じうる、様々な交通安全の課題に向き合い、解

決していくことが不可欠となる。 

 高齢化が進展していく中で、高齢になっても安全に移動することができ、安心して移動を楽

しみ豊かな人生を送ることができる社会、さらに、年齢や障がいの有無等に関わりなく安全に

安心して暮らせる「共生社会」を、交通関係者の連携によって、構築することを目指す。 
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(２) 参加型の交通安全活動の推進 

交通事故防止のためには、国、道、町、関係団体等が緊密な連携を取り、住民の主体的

な交通安全活動を積極的に促進することが重要であり、町が行う交通安全施策に参加で

きる仕組みづくりを推進する。 

 

 

(３) 効果的・効率的な対策の実施 

厳しい財政状況にあるが、悲惨な交通事故の根絶に向けて、交通安全施設等の整備、施

設の老朽化対策等を図るものとする。また、交通環境の整備に当たっては、人優先の考え

の下、通学路、生活道路、市街地の幹線道路等において、少ない予算で最大限の効果を挙

げることができるような対策に集中して取り組むこととする。 

交通の安全に関する施策は多方面にわたっている。交通事故防止のためには、国、道、

町、関係民間団体等が緊密な連携の下に施策を推進するとともに町民の主体的な交通安全

活動を積極的に促進することが重要であることから町民が主体的に行う交通安全総点検、

地域における特性に応じた取組等の参加・協働型の交通安全活動を推進する。 

 

 

３ 計画の推進 

  交通事故の発生場所や発生形態など事故特性に応じた対策を実施していくために、防災無

線、チラシ等を活用し交通事故情報の提供に努め、これまで以上に町民に交通安全対策に関心

を持ってもらい、地域における安全安心な交通社会の形成に、自らの問題として積極的に参加

してもらうなど、町民主体の意識を醸成していく。 

また、安全な交通環境の実現のためには、交通社会の主体となる運転者、歩行者等の意識や

行動をサポートしていくシステムを行政、関係団体、町民等の協働により形成していく。 

 

 

４ これからの５年間（計画期間）において特に注視すべき事項 

（１）高まる安全への要請と交通安全 

    感染症を始め、自然災害の影響、治安等、様々な安全への要請が高まる中にあって

も、確実に交通安全を図り、そのために、安全に関わる国及び道の関係行政機関はもと

より、多様な専門分野間で、一層柔軟に必要な連携をしていくことが重要である。 

 

（２）新型コロナウイルス感染症の影響の注視 

   新型コロナウイルス感染症の直接・間接の影響は、あらゆる交通に及び、様々な課題 

  や制約が生じているほか、町民のライフスタイルや交通行動への影響も認められる。こ 

れに伴う、交通事故発生状況や事故防止対策への影響を、本計画の期間を通じて注視す 

るとともに、必要な対策に臨機に着手する。 
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第２章 交通事故等の現状等 

１ 交通事故の現状と今後の見通し 

南幌町の交通事故による 24 時間死者数は、平成 23 年に４名、平成６年・16 年はそれぞれ

３名の方が交通事故の犠牲となっている。 

第 10 次南幌町交通安全計画期間である平成 28 年から令和２年までの死者数は１名の方が

犠牲となった。 

人身事故発生件数は、人口増加に伴い平成７年以降は増加傾向であったが、平成 24年から

は減少傾向に転じ、近年は一桁台で推移している。 

  近年の交通事故の発生状況をみると次のとおりである。 

  〇車種別では、自家用普通自動車による事故が約 72%を占めている。 

  〇事故発生場所(道路別)では、国道 29.1%、道々22.6%、町道 48.3%となっている。 

  〇年齢別では、65歳以上の高齢ドライバーが 48%と約半数を占めている。 

【南幌町における交通事故発生状況】 

年  度 
人身事故 

件 数 

負傷者数 

(人) 

死 者 数 

(人) 
年  度 

人身事故 

件 数 

負傷者数 

(人) 

死 者 数 

(人) 

平成 元 年 １１ ２０ ２ 平成１７年 ３４ ４７ １ 

平成 ２ 年 ２４ ２３  平成１８年 ３０ ３８  

平成 ３ 年 １２ ２５  平成１９年 ３３ ４５  

平成 ４ 年 １４ １５ １ 平成２０年 ２２ ２６  

平成 ５ 年 不明 不明 ２ 平成２１年 ２０ ２７ １ 

平成 ６ 年 不明 不明 ３ 平成２２年 ２１ ２９  

平成 ７ 年 ２２ ３１  平成２３年 ２７ ３７ ４ 

平成 ８ 年 ３８ ４２  平成２４年 １８ ２３ １ 

平成 ９ 年 ２８ ３３  平成２５年 １２ １５  

平成１０年 ３１ ４２  平成２６年 １５ ２１ １ 

平成１１年 ４２ ５２ １ 平成２７年 １４ １９ １ 

平成１２年 ４０ ５９  平成２８年 １７ １６  

平成１３年 ５２ ７６  平成２９年 １３ １９  

平成１４年 ３６ ５４  平成３０年 ５ ６  

平成１５年 ４３ ５７ １ 令和 元 年 ８ ６ １ 

平成１６年 ４０ ５２ ３ 令和 ２ 年 ８ ９  

  将来的な交通事故状況については見通しが難しいところではあるが、一般国道３３７号道

央圏連絡道路(地域高規格道路)の開通による輸送車両等の増加が見込まれる。 

また、運転免許保有者数は、当面横ばい状態で推移することが見込まれるが高齢者の運転免

許保有者の増加により今後も一層の高齢者対策が必要と考える。 
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第３章 交通安全計画における目標 

１ 道路交通の安全についての目標  

 

【数値目標】  

第 11次計画期間 （令和３年度～令和７年度）交通事故死ゼロ日数１,５００日を目指す。 

 

  交通事故のない街を達成することが究極の目標であるが、一朝一夕にこの目標を達成する

ことは困難であると考えられることから、本計画の計画期間中、交通事故 24 時間死者数ゼロ

を目指すものとする。 

  このことは、当然のことながら 24 時間死者数のみならず、交通事故に起因する死者数(30

日以内死者数)をゼロにすることを意味している。 

  また、本計画における数値目標は死者数ゼロであるが、事故そのものの減少や死傷者数を確

実に減少させることを目指すものとする。 

  このため、国、道、警察及び町民の協力の下、様々な施策を総合的かつ強力に推進する。 
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第４章 施策の柱と重点課題 

【施策の柱】 

 従来の交通安全対策を基本としつつ、経済社会情勢や交通情勢の変化に対応し、また、実際

に発生した交通事故に関する情報を収集し、より効果的な対策への改善を図るとともに、有効

性が見込まれる新たな対策を推進する。 

【交通安全対策６つの柱】 

① 道路交通環境の整備  

② 交通安全思想の普及徹底 

③ 車両の安全性の確保 

④ 道路交通秩序の維持 

⑤ 救助・救急活動の充実 

⑥ 交通事故被害者支援の推進 

第 10次計画と同じ柱建てとして総合的な交通安全対策を推進する。 

 

【重点課題】  

１ 高齢化社会を踏まえた総合的な対策 

  本町は、高齢者の交通事故の割合が高いこと、今後も本町の高齢化はさらに進むことを踏ま

えると、高齢者が安全にかつ安心して外出したり移動したりできるような交通社会の形成が

必要である。 

  高齢運転者による交通事故等の原因となっている認知症への対策として、道路交通法（昭和

35年法律第 105号）の改正（平成 27年 6月公布）により、75歳以上の高齢者については、運

転免許更新時の認知機能検査及び臨時適正検査により、認知症の疑いがある者に対して医師

の診断を受けることが義務付けられ、これに従わない場合や認知症と判断された場合には免

許が取り消されることとなった（平成 29年 6月までに施行）。 

  こうしたことから、高齢者の身体機能に応じた交通安全教室等を実施するとともに、運転に

不安のある高齢者の運転免許の返納を促進し、運転免許証を自主返納した高齢者に対しハイ

ヤー利用料金及び南幌町オンデマンド交通運行運賃の助成を行うことにより、高齢者の運転

による交通事故の防止及び外出支援を図る等、高齢の方々が住みなれた地域で安心して暮ら

せるよう総合的な交通施策を推進する。 

 

２ 飲酒運転の根絶  

  道路交通法の改正などにより、飲酒運転に対する厳罰化・行政処分の強化や酒類提供罪等の

新設といった対策が図られているなか、町民一人ひとりが「飲酒運転をしない、させない、許

さない」という規範意識の下に、社会全体で飲酒運転の根絶に向けた社会環境づくりを行うこ

となどを基本理念とする北海道飲酒運転の根絶に関する条例（平成 27年 11月 30日条例第 53

号。平成 27年 12月 1日施行）が成立した。 

この条例に基づき、事業者、家庭、学校、住民、行政その他の関係するものの相互の連携協

力の下、飲酒運転を根絶するための社会環境づくりを推進する。 
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３ スピードダウン 

  事故直前の速度が高くなるほど致死率が高くなるため、速度超過に起因する交通事故の防

止と事故発生時の被害軽減を図るため積極的に情報発信を行い町民の交通安全意識の高揚を

図る。 

 

４ シートベルトの全席着用 

  運転席及び助手席のシートベルトの着用率は高くなっているが、後部座席における着用率

は低く、シートベルトの全席着用の必要性について普及啓発活動を推進する。 

 

５ 自転車の安全利用 

  自転車の安全利用を促進させるためには、生活道路や市街地の幹線道路において、自動車や

歩行者と自転車利用者の共存を図ることができるよう、自転車の走行空間の確保を積極的に進

める必要がある。また、自転車利用者については、自転車の交通ルールに関する理解が不十分

なことも背景として、ルールやマナーに違反する行動が多いことから、交通安全教育等の充実

を図る必要がある。 

 

６ 冬季に係る陸上交通の安全 

南幌町は、１年間の約３分の１が雪に覆われる積雪寒冷地である（冬期間 11月～３月）。 

年間降雪量は、5.25 メートル（過去 10 年平均）、太平洋と日本海での気圧の傾きが急なた

め、冬季間は西南風が強く、吹雪による視程障害、積雪による道路の幅員減少、路面凍結によ

るスリップ事故等、交通という観点からも厳しい影響のある地域である。 

一方、札幌圏に位置しているが、鉄路がなく公共交通手段はバスのみであることから、冬季

においても自家用車を利用した道路交通に大きく依存している。 

このため、南幌町における交通事故の防止に当たっては、天候や気温等により交通環境や

路面状況が刻一刻と変化する特殊な環境に対応した冬季の対策を実施する。 

また、積雪による歩道幅員の減少等からも、冬季における歩行空間の確保に関する住民の

ニーズは大きく、高齢者、障がい者等を含むすべての人々が、安全で快適に利用できる歩行空

間の確保に向けて取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



8 

第２部 講じようとする施策 
第１章 道路交通の安全 

１ 道路交通環境の整備 

少子高齢化が一層進展する中で、子どもを事故から守り、高齢者や障がい者が安全にかつ

安心して外出できる交通社会の形成を図る必要がある。 

 

(１) 生活道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

通学路、生活道路、市街地の幹線道路等において歩道を積極的に整備、改修するなど

｢人｣の視点に立った交通安全対策を推進していく必要がある。このため、歩行者等が交通

事故に遭いやすい危険性の高い箇所については、改修を含めた歩道整備を関係機関に強

く要望していくものとする。 

 

ア 生活道路等における交通安全対策の推進 

道路の構造、交通安全施設の整備状況、交通量、地域住民等の意見を踏まえ、公安委員

会と道路管理者が連携して事故危険箇所の信号機の設置・交差点改良・道路照明・視線誘

導標・道路標識・区画線の設置等の交通安全対策を推進する。 

 

イ 通学路等における交通安全の確保 

通学路における交通安全を確保するため、「通学路交通安全プログラム」等に基づく定

期的な合同点検の実施を行い、警察、教育委員会、学校、道路管理者等の関係機関が連携

し、ハード・ソフトの両面から必要な対策を講じる。 

高校、中学校に通う生徒、小学校、幼稚園、保育所等に通う児童や幼児の通行の安全を

確保するため、通学路等の歩道整備等を積極的に推進する。 

   

ウ 高齢者、障がい者等の安全に資する歩行空間等の整備 

高齢者や障がい者等を含めて全ての人が安全に安心して参加し活動できる社会を実現

するため、歩道バリアフリー化整備等を推進する。 

 

 (２) 幹線道路における交通安全対策の推進 

幹線道路における交通安全については、事故危険個所を含め地域の交通安全の実績を踏

まえた区間を選定し、きめ細かく効率的な事故対策を推進する。 

 

ア 事故危険個所対策の推進 

特に事故の発生割合の大きい幹線道路の区間を事故危険個所として指定し、公安委員

会と道路管理者が連携して集中的な事故抑止対策を実施する。 
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イ 重大事故の再発防止 

社会的に大きな影響を与える重大事故が発生した際には、警察、道路管理者等と連携し

速やかに事故発生の要因を調査し、同様の事故の再発防止を図る。 

 

(３) 交通安全施設等の整備事業の推進 

安全な道路交通環境の整備に当たっては、道路を利用する人の視点を生かすことが重

要であることから、道路利用者等が日常感じている意見を広く取り入れ道路交通環境の

整備に反映させるものとする。 

また、交通の安全は町民の安全意識により支えられることから、安全で良好なコミュニ

ティの形成を図るために、交通安全対策に関して町民が計画段階から実施全般にわたり

積極的に参加できるような仕組みをつくり、参加・協働型の交通安全対策活動を推進する。 

 

(４) 災害に備えた道路交通環境の整備 

ア 災害に備えた道路の整備 

地震・豪雨・豪雪等の災害が発生した場合においても安全で安心な生活を支える道路交

通の確保を図る。 

 

イ 災害発生時における交通規制 

災害発生時においては、被災地への車両の流入抑制を行うとともに、被害状況を把握し

た上で災害対策法（昭和 36 年法律第 223 号）の規定に基づく通行禁止等の必要な交通規

制の情報を迅速かつ的確に提供する。 

 

(５) 交通安全に寄与する道路交通環境の整備 

ア 道路の使用及び占用の適正化等 

   (ア) 道路の使用及び占用の適正化  

工作物の設置、工事等のための道路の使用及び占用の許可に当たっては、道路の構

造を保全し、安全かつ円滑な道路交通を確保するために適正な運用を行うとともに、

許可条件の履行、占用物件の維持管理の適正化について指導するものとする。 

(イ) 不法占用物件の排除等 

道路交通に支障を与える不法占用物件等については、実態把握、指導取り締まりに

より排除を行うとともに、不法占用等の防止を図る。 

 

イ 道路法に基づく通行の禁止又は制限 

道路の構造を保全し、または交通の危険を防止するため、道路の破損、決壊または異常

気象等により交通が危険であると認められる場合、及び道路に関わる工事のためやむを

得ないと認められる場合には、道路法（昭和 27年法律第 180号）に基づき、通行の禁止

又は制限を行うものとする。 
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 (６) 冬季道路交通環境の整備 

ア 人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

冬季の歩行者の安全・安心で快適な通行のため、除雪等による歩行空間の確保に努める。 

特に、中心市街地や公共施設周辺、通学路等をはじめ歩行者の安全確保の必要性が高い

区間等について、冬季の安全で快適な歩行空間を確保するため、積雪による歩道幅員の減

少や凍結による転倒の危険等冬季特有の障害に対し、歩道除雪や防滑砂の散布等その重

点的な実施に努める。 

 

イ 地域に応じた安全の確保 

交通の安全は、地域に根ざした課題であることから、沿道の地域の人々のニーズや道路

の利用実態等を把握し、冬季における交通の特性に応じた道路交通環境の整備を行う。 

積雪寒冷地域である本町においては、冬季の安全な道路交通を確保するため、積雪・凍

結路面対策として除雪や凍結防止剤等散布を実施する。 

 

ウ 交通安全に寄与する冬季道路交通環境の整備 

    冬季における円滑・快適で安全な交通を確保し、良好な道路環境を維持するため、効果

的な道路除排雪の実施、交差点やスリップ事故多発箇所を中心とする凍結防止剤や防滑

砂の効果的な散布による冬季路面管理の充実に努める。 

また、市街地においては、交差点周辺を中心に、カット排雪や積込排雪等運搬排雪によ

る見通しの確保に努めるとともに、生活道路での地域住民と行政が協同で行う地域援助

排雪を積極的に支援する。 

 

 

２ 交通安全思想の普及徹底 

交通安全教育は、自他の生命尊重という理念の下に、交通社会の一員としての責任を自覚し、

交通安全意識と交通マナーの向上に努め、相手の立場を尊重し、他の人々や地域の安全にも

貢献できる良き社会人を育成する上で、重要な意義を有している。交通安全意識を向上させ

交通マナーを身に付けるためには、人間の成長過程に合わせ、生涯にわたる学習を促進して

町民一人ひとりが交通安全の確保を自らの課題として捉えるよう意識の改革を促すことが重

要である。また、人優先の交通安全思想の下、高齢者、障がい者等の交通弱者に関する知識や

思いやりの心を育むとともに、他人の痛みを思いやり、交通事故の被害者にも加害者にもな

らない意識を育てることが重要である。 

このため、交通安全教育指針（平成 10 年国家公安委員会告示第 15 号）等を活用し、幼児

から成人に至るまで、心身の発達段階やライフステージに応じた段階的かつ体系的な交通安

全教育を行う。特に高齢化が進展する中で、高齢者自身の交通安全意識の向上を図るととも

に、他の世代に対しても高齢者の特性を知り、その上で高齢者を保護し、高齢者に配慮する意

識を高めるための啓発活動を強化する。また、地域の見守り活動等を通じ、地域ぐるみで高齢

者の安全確保に取り組む。更に、自転車を使用することが多い児童生徒に対しては、交通社会

の一員であることを考慮し、自転車運転者講習制度の施行も踏まえ、自転車利用に関する道
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路交通の基礎知識、交通安全意識及び交通マナーに係る教育を充実させる。 

  交通安全教育・普及啓発活動については、国、道、町、警察、学校、関係団体、地域社会企

業及び家庭がそれぞれの特性を生かし、互いに連携をとりながら地域が一体となった活動が

推進されるよう促す。 

  また、地域ぐるみの交通安全教育・普及啓発活動を効果的に推進するため、高齢者を中心に、

子ども、親の３世代が交通安全をテーマに交流する世代間交流の促進に努める。 

 

(１) 段階的かつ体系的な交通安全教育の推進 

ア 幼児に対する交通安全教育の推進 

幼児に対する交通安全教育は、心身の発達段階に応じて、基本的な交通ルールを遵守し、

交通マナーを実践する態度を習得させるとともに、日常生活において安全に道路を通行

するために必要な基本的な技能及び知識を習得させることを目標とする。 

幼稚園、保育所においては、家庭及び関係機関・団体、地域等と連携・協力を図りなが

ら、あらゆる場面で交通安全教育を計画的かつ継続的に行う。特に、幼児の保護者が常に

幼児の手本となって安全に道路を通行するなど、家庭において適切な指導ができるよう保

護者に対する交通安全教育の推進に努める。 

 

イ 小学生に対する交通安全教育の推進 

小学生に対する交通安全教育は、心身の発達段階に応じて、歩行者及び自転車の利用者

として必要な技能と知識を習得させるとともに、道路及び交通の状況に応じて、安全に

道路を通行するために、道路交通における危険を予測し、これを回避して安全に通行す

る意識及び能力を高めることを目標とする。 

小学校においては、家庭及び関係機関・団体、地域等と連携・協力を図りながら交通安

全教室など学校の教育活動全体を通じて、交通ルールの意味及び必要性等について重点

的に交通安全教育を実施する。また、保護者が日常生活の中で模範的な行動をとり、歩行

中、自転車乗用中等実際の交通の場面で、児童に対し、基本的な交通ルールや交通マナー

を教えられるよう保護者を対象とした交通安全教育の推進を図る。 

 

ウ 中学生に対する交通安全教育の推進 

中学生に対する交通安全教育は、日常生活における交通安全に必要な事柄、特に、自転

車で安全に道路を通行するために、必要な技能と知識を十分に習得させるとともに、道路

を通行する場合は、思いやりをもって、自己の安全ばかりでなく、他の人々の安全にも配

慮できるようにすることを目標とする。 

中学校においては、家庭及び関係機関・団体、地域等と連携・協力を図りながら特別活

動など学校の教育活動全体を通じて、歩行者としての心得、自転車の安全な利用、自動車

等の特性、危険の予測と回避、標識等の意味、応急手当等について重点的に交通安全教育

を実施する。 
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エ 高校生に対する交通安全教育の推進 

高校生に対する交通安全教育は、日常生活における交通安全に必要な事柄、特に、二輪

車の運転者及び自転車の利用者として安全に道路を通行するために、必要な技能と知識

を十分に習得させるとともに、交通社会の一員として交通ルールを遵守し自他の生命を

尊重するなど責任を持って行動することができるような健全な社会人を育成することを

目標とする。 

高等学校においては、家庭及び関係機関・団体、地域等と連携・協力を図りながら特別

活動など学校の教育活動全体を通じて、自転車の安全な利用、二輪車・自動車の特性、危

険の予測と回避、運転者の責任、応急手当等について更に理解を深めるとともに、生徒の

多くが、近い将来、普通免許等を取得することが予測されることから、免許取得前の教育

としての性格を重視した交通安全教育の推進を図る。 

 

オ 成人に対する交通安全教育の推進 

成人に対する交通安全教育は、自動車等の安全運転の確保の観点から、運転者としての

社会的責任の自覚、安全運転に必要な技能及び技術、特に危険予測・回避能力の向上、交

通事故被害者等の心情等交通事故の悲惨さに対する理解及び交通安全意識・交通マナー

の向上を目標とする。 

関係機関・各種団体等を通じた交通安全活動へ積極的に参加できるような仕組みをつ

くり安全意識の醸成に努める。 

 

カ 高齢者に対する交通安全教育の推進 

高齢者に対する交通安全教育は、運転免許の有無等により、交通行動や危険認識、交通

ルール等の知識に差があることに留意しながら加齢に伴う身体機能の変化が歩行者又は

運転者としての交通行動に及ぼす影響や運転者側から見た歩行者や自転車の危険行動を

理解させるとともに、道路及び交通の状況に応じて安全に道路を通行するために必要な

実践的技能及び交通ルール等の知識を習得させることを目標とする。 

高齢者に対する交通安全教育を推進するため、関係機関等と連携して、老人クラブ連合

会、シルバードライバークラブ等の団体の協力を図りながら高齢者に対する社会教育活

動・福祉活動、各種の催し等の多様な機会を活用した交通安全教育を行うこととし、反射

材用品の活用等交通安全用品の普及にも努める。また、高齢運転者に対しては、高齢者講

習及び更新時講習における高齢者学級の内容の充実に努めるほか、関係機関・団体や近隣

の自動車学校等と連携して、安全運転の指導を行う講習会等を開催し、高齢運転者の受講

機会の拡大を図るとともに、その自発的な受講の促進に努める。 

 

キ 冬季に係る交通安全教育 

冬季に係る交通安全教育は、路面や気象など交通環境が通常とは大きく異なり、悪条件

が重なることから、交通安全意識と交通マナーの向上に加え、冬期交通特有の技能と知識

の習得が重要である。このため、冬季における自動車等の安全運転の確保の観点から、降

雪や積雪による見通しの悪化や幅員減少、視界不良等冬季における危険性やスピードダ
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ウンの重要性について、関係機関、団体等が連携し運転者の教育に努める。 

 

(２) 交通安全に関する普及啓発活動の推進 

ア 交通安全運動の推進 

町民一人ひとりに広く交通安全思想の普及・浸透を図り、交通ルールの遵守と正しい交

通マナーの実践を習慣づけるとともに、町民自身による道路交通環境の改善に向けた取

り組みを推進するため、関係機関・団体等が相互に連携して、交通安全運動を組織的・継

続的に展開する。 

交通安全運動の運動重点としては、子どもと高齢者の交通事故防止、 飲酒運転の根絶、

スピードダウン、シートベルト及びチャイルドシートの全席着用の徹底、自転車の安全利

用の推進等全町的な交通情報に即した事項とする。 

交通安全運動の実施に当たっては、事前に、運動の趣旨、実施期間、運動重点、実施計

画等について広く町民に周知することにより、町民参加型の交通安全運動の充実・発展を

図るよう努める。 

 

イ 横断歩行者の安全確保 

信号機のない横断歩道では、自動車の横断歩道手前での減速が不十分なものが多いた

め、運転者に対して横断歩道手前での減速義務や横断歩道における歩行者優先義務を再

認識させるため、交通安全教育等を推進する。 

また、歩行者に対しては、横断歩道を渡ること、信号機のあるところでは、その信号に

従うといった交通ルールの周知を図るよう努める。 

 

  ウ 反射材用品等の普及促進 

    夕暮れ時から夜間における歩行者及び自転車利用者の事故防止に効果が期待できる反

射材用品等の普及を図るため、各種広報媒体をを活用して積極的な広報啓発を推進する

とともに、反射材用品等の普及に当たっては、衣服や靴、鞄等の身の回り品への反射材用

品の組み込みを推奨するとともに、適切な反射性能等を有する製品についての情報提供

に努める。 

 

エ 飲酒運転根絶に向けた交通安全教育及び広報啓発活動等の推進 

飲酒運転の危険性や飲酒運転による交通事故の実態を周知するための交通安全教育や

広報啓発を引き続き推進するとともに、交通ボランティアや安全運転管理者、運行管理者、

酒類販売業者、酒類提供飲食店等と連携してハンドルキーパー運動の普及啓発やアルコー

ル検知器を活用した運行前検査の励行に努めるなど、地域、職場等における飲酒運転根絶

の取り組みを更に進め、「飲酒運転をしない、させない、許さない」という町民の規範意

識の確立を図る。 

また、飲食店営業者、酒類販売者、イベント主催者等に対して、飲酒運転根絶のための

自主的な取り組みについて働きかけるように努める。 
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オ スピードダウンの励行運動の推進 

速度の出し過ぎによる危険性の認識向上を図るための交通安全教育や各種広報媒体を

活用した啓発活動を推進する。 

 

カ 後部座席を含めたすべての座席におけるシートベルトの正しい着用の徹底 

シートベルトの着用効果及び正しい着用方法について理解を求め、後部座席を含めたす

べての座席におけるシートベルトの正しい使用の徹底を図る。 

 

キ チャイルドシートの正しい使用の徹底 

チャイルドシートの使用効果及び正しい使用方法について、幼稚園、保育所等と連携し

た保護者に対する効果的な指導に努め、正しい着用の徹底を図る。特に、比較的年齢の高

い幼児の保護者に対し、その取り組みを強化する。 

 

ク 自転車の安全利用の推進 

自転車が道路を通行する場合は、車両としてのルールを遵守するとともに交通マナー

を実践しなければならないことを理解させる。 

自転車乗用中の交通事故や自転車の安全利用を促進するため、「自転車安全利用五則」

の活用や「北海道自転車条例」に基づいた取り組みを推進し、歩行者や他の車両に配慮し

た通行等自転車の正しい乗り方に関する普及啓発の強化を図る。特に、自転車の歩道通行

時におけるルールやスマートフォン等の操作や画面を注視しながらの乗車、イヤホン等

を使用して安全な運転に必要な音が聞こえない状態での乗車の危険性等について周知・

徹底を図る。 

薄暮の時間帯から夜間にかけて自転車の事故が発生する傾向にあることを踏まえ、自転

車の灯火の点火を徹底し、自転車の側面への反射材用品の取り付けを促進する。 

自転車に同乗する幼児の安全を確保するため、安全性に優れた幼児二人同乗自転車の普

及を促進するとともに、幼児・児童の保護者に対して、自転車乗車時の頭部保護の重要性

とヘルメット着用による被害軽減効果についての理解促進に努め、幼児・児童の着用の徹

底を図るほか、全ての年齢層の自転車利用者に対しても、ヘルメットの着用を促進する。 

 

ケ 居眠り運転の防止活動の推進  

居眠り運転による正面衝突事故や車両単独事故を防止するため、長距離運転における

休憩の呼びかけなどの啓発活動を推進する。 

 

コ 効果的な広報活動の実施 

交通安全に関する広報については、国・道によるテレビ、ラジオ、新聞、携帯端末、イ

ンターネット等を介した広報に加え、町としても次の方針により実効の挙がる広報を行

う。 

(ア) 交通安全に果たす家庭の役割は極めて大きいことから、広報誌、防災無線、チラシ

等の広報媒体の積極的な活用、家庭に浸透するきめ細かな広報の充実に努め、子ども、
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高齢者等を交通事故から守るとともに、妨害運転や飲酒運転等の悪質・危険な運転を

根絶する気運の高揚を図る。 

(イ) 民間団体の交通安全に係る広報活動を支援するため、交通安全に関する資料・情報

の提供を行う。 

 

サ その他の普及啓発活動の推進 

薄暮の時間帯から夜間にかけて重大事故が多発する傾向にあることから、夜間の重大

事故の主原因となっている最高速度違反、飲酒運転等による事故実態・危険性等を広く周

知し、これら違反の防止を図る。 

 

(３) 交通の安全に関する民間団体等の主体的活動の推進 

交通安全を目的とする民間団体については、交通安全指導者の養成等の事業及び諸行

事に対する援助並びに交通安全に必要な資料の提供活動を充実するなど、その主体的な活

動を促進する。また、地域、自動車利用団体等のそれぞれの立場に応じた交通安全活動が

効果的かつ積極的に行われるよう、交通安全運動等の機会を利用して働きかけを行うとと

もに、団体相互間の連絡体制強化と、住民挙げての活動の展開を推進する。 

 

(４) 交通安全活動への町民の参加・協働の推進 

交通の安全は、町民の安全意識により支えられることから、町民自らが交通安全に関す

る自らの意識改革を進めることが重要である。 

このため、交通安全思想の普及徹底に当たっては、行政・民間団体・企業等と住民が連

携を密にした上で、それぞれの実情に即した身近な活動を推進し、住民の参加・協働を積

極的に進める。 

 

 

３ 車両の安全性の確保 

(１) 自動車の安全性の確保 

近年、自動車に関する技術の進歩は目覚ましく、様々な先進安全技術の開発・実用化が

急速に進んでいる。交通事故のほとんどが運転者の交通ルール違反や運転操作ミスに起因

している状況において、こうした技術の活用・普及促進により、交通事故の飛躍的な減少

が期待できると考えられるものの、交通事故は依然として高水準にあり、高齢運転者によ

る事故や子どもの安全確保も喫緊の課題であることから、先進安全技術の更なる活用・普

及促進により着実に交通安全を確保していくことが肝要である。 

また、不幸にして発生してしまった事故についても、車両構造面からの被害軽減対策を

拡充するとともに、事故発生後の車両火災防止や車両からの脱出容易性の確保等、被害拡

大防止対策を併せて進める。 

更に、先進技術の導入により自動車の構造が複雑化するなか、使用過程においてその機

能を適切に維持するためには、これまで以上に適切な保守管理が重要となる。特に自動運

転技術については、誤作動を起こした場合は事故に直結する可能性が高いことから、その
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機能を適切に保守管理するための仕組みや体制の整備が求められ、自動車整備事業及び自

動車検査の制度においても適切に対応しなければならない。 

 

(２) 自転車の安全性の確保 

自転車の安全な利用を確保し、自転車事故の防止を図るため、駆動補助機付自転車（人

の力を補うため原動機を用いるもの）及び普通自転車の型式認定制度を適切に運用する。 

また、自転車利用者が定期的に点検整備や正しい利用方法等の指導を受ける気運を醸

成する。 

更に、夜間における交通事故の防止を図るため、灯火の取付けの徹底と反射器材等の普

及促進を図り、自転車の被視認性の向上を図る。 

 

 

４ 道路交通秩序の維持 

交通ルール無視による交通事故を防止するためには、交通指導取締り、交通事故事件捜査、

暴走族取締り等を通じ、道路交通秩序の維持を図る必要がある。このため、警察等、関係機関

と連携して町民の交通安全意識の徹底、指導の強化を図るものとする。 

 

(１) 暴走族対策の推進 

暴走行為者による各種不法事案を未然に防止し、交通秩序を確保するとともに、青少年

の健全な育成に資するため、関係機関・団体が連携し、地域ぐるみで暴走族根絶対策を徹

底する。 

また、暴走行為者及びこれに伴う群衆のい集場所として利用されやすい施設の管理者

や道路の管理者と連携し、暴走行為をさせない環境づくりに努める。 

 

(２) 車両の不正改造の防止 

国・道が取り組む暴走行為を敢行するグループに対する実態把握により、不正改造等の

取締など的確な対応を推進する。 

 

 

５ 救助・救急活動の充実 

交通事故による負傷者の救命を図り、また、被害を最小限にとどめるため、救急医療機関、

消防機関等の救急関係機関相互の緊密な連携・協力関係を確保しつつ、救助・救急体制及び救

急医療体制の整備を図る。特に、負傷者の救命率・救命効果の一層の向上を図る観点から、救

急現場又は搬送途上において、医師、看護師、救急救命士、救急隊員等による一刻も早い救急

医療、応急処置等を実施するための体制整備を図るほか、事故現場からの緊急通報体制の整備

やバイスタンダー（現場に居合わせた人）による応急手当の普及等を推進する。 
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(１) 救助・救急体制の整備 

ア 救助体制の整備・拡充 

交通事故の種類・内容の複雑多様化に対処するため、救助体制の整備・拡充を図り、救

助活動の円滑な実施を期する。 

 

イ 自動体外式除細動器の使用を含めた心肺蘇生法等の応急手当の普及啓発活動の推進 

現場におけるバイスタンダーによる応急手当の実施により、救命効果の向上が期待で

きることから、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の使用も含めた応急手当について、消防機

関等が行う講習会等の普及啓発活動を推進する。このため、心肺蘇生法等の応急手当の知

識・実技の普及を図ることとし、消防機関、医療機関、日本赤十字社、民間団体等の関係

機関等においては、指導資料の作成・配布、講習会の開催等を推進するとともに、救急の

日、救急医療週間等の機会を通じて広報啓発活動を積極的に推進する。さらに、交通安全

の指導に携わる者、安全運転管理者等及び交通事故現場に遭遇する可能性の高い業務用

自動車運転者等に対しても広く知識の普及に努める。 

また、業務用自動車を中心に、応急手当に用いるゴム手袋、止血帯、包帯等の救急用具

の搭載を推進する。 

 

ウ 救急救命士の養成・配置等の促進 

プレホスピタルケア（救急現場及び搬送途上における応急処置）の充実のため、救急救

命士を養成するための体制を確保するとともに、救急救命士が行う救急救命処置を円滑

に実施するために必要となる講習及び実習の実施を推進する。また、医師の指示又は指

導・助言の下に救急救命士を含めた救急隊員による応急処置等の質を確保するメディカ

ルコントロール体制の充実を図る。 

 

エ 救助・救急用資機材等の装備の充実 

交通救助活動に必要な救助資機材を充実させるとともに、救急救命士等がより高度な

救急救命処置を行うことができるよう、高規格救急自動車、高度救命処置用資機材等の整

備を推進する。 

  

オ 救助隊員及び救急隊員の教育訓練の充実 

複雑多様化する救助・救急事象に対応すべく救助隊員及び救急隊員の知識・技能等の向

上を図るため、教育訓練を推進する。 

 

カ ドクターヘリ事業の推進 

救急患者への救命医療を救急現場から直ちに行い、救急医療施設へ一刻も早く搬送し、

交通事故等で負傷した患者の救命率の向上や後遺症を軽減させるため、医師等が同乗し

救命医療を行いながら搬送できるドクターヘリの運行を引き続き関係機関と連携して推

進する。 
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(２) 救急関係機関の協力関係の確保 

救急医療施設への迅速かつ円滑な収容を確保するため、救急医療機関、消防機関等の関

係機関における緊密な連携・協力関係の確保を図る。 

 

 

６ 被害者支援の充実と推進 

交通事故被害者等は、交通事故により多大な肉体的、精神的及び経済的打撃を受けたり、又

はかけがえのない生命を絶たれたりするなど、大きな不幸に見舞われており、このような交

通事故被害者等を支援することは極めて重要であることから、交通事故被害者等のための施

策を積極的に推進する。 

 

(１) 自動車損害賠償保障制度に係る無保険（無共済）車両対策の徹底 

自動車事故による被害者の救済対策の中核的役割を果たしている自動車損害賠償保障

制度については、自賠責保険（自賠責共済）の期限切れ、掛け忘れに注意が必要であるこ

とについて広報活動等を通じて住民に周知し、無保険（無共済）車両の運行の防止を徹底

する。 

 

(２) 損害賠償の請求についての援助等 

交通事故相談所等における円滑かつ適正な相談活動を推進するため、広報誌等を活用

して周知を図り、交通事故当事者に対し広く相談の機会を提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


